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キャンパスを訪れたときには「⼗分通える距離」と感じ
ても、実際のバスルートではどうなのか。朝は何時に乗
⾞し、帰宅は何時頃になるのか。

特に低年齢の⼦どもの場合、通学時間が⻑くなることで、
朝⾷や睡眠、帰宅後の遊びや宿題の時間にも影響し
ます。

学校までの「距離」だけではなく、実際の⼀⽇のスケ
ジュールとして考えてみることが⼤切です。

インドならではの渋滞という問題
そして、インドの通学を考えるうえで避けられないのが
交通渋滞です。

朝⼣の通勤・通学時間帯には道路が混雑し、事故や⼯
事、⾬などによって、普段より⼤幅に時間がかかることも
あります。

「いつもなら30分なのに、今⽇は1時間」ということも起
こり得ます。

これは学校側の努⼒だけでは解決できない、都市⽣活
そのものの事情でもあります。

だからこそ、「何キロ離れているか」だけで学校を判断
するのは難しいところがあります。同じ10キロでも、道
路や時間帯によって通学負担は⼤きく変わります。

実際に検討する際には、Google� Mapsなどで平⽇の登
校・下校時間帯の交通状況を確認してみるのも⼀つの
⽅法です。

安全⾯は学校によって仕組みが異なる
⼦どもをスクールバスに乗せるとなると、安全⾯が気に
なる保護者も多いでしょう。

学校によっては、運転⼿だけではなく⼦どもたちを⾒守
るアテンダントが同乗していたり、GPSでバスの位置を
確認できたりするところもあります。

専⽤アプリなどを通じて、「バスがもうすぐ到着する」と
分かる仕組みを導⼊している学校もあります。

⼀⽅で、すべての学校が同じ仕組みを持っているわけ
ではありません。

インドでは学校による違いが⼤きいため、⼊学前に、

「どこから乗るのか」
「⼤⼈は何⼈乗っているのか」
「遅延した場合はどう連絡が来るのか」

といった基本的な運⽤を確認しておくと安⼼です。

インドで⼦どもの学校を探すとき、まず気になるのはカ
リキュラムや学費、校⾵、設備ではないでしょうか。
IB、Cambridge、CBSEなどの教育⽅針を⽐較し、実際に
キャンパスを⾒学して、ようやく「ここなら」と学校を決め
る家庭も多いでしょう。

しかし、実際に学校⽣活が始まってから、思った以上に
⼤きな存在になるのが毎⽇の通学です。

都市部では⾃宅と学校が離れていることも珍しくなく、
朝早くスクールバスに乗り、渋滞の中を時間をかけて通
学する⼦どもたちもいます。学校で過ごす時間だけでな
く、「どうやって学校へ通うのか」まで含めて、⼦どもの⼀
⽇がつくられているのです。

今回は、インド都市部のスクールバス事情と、学校選び
の際に考えておきたい通学について⾒ていきます。

スクールバスは⾝近な通学⼿段

インド都市部の私⽴校やインターナショナルスクールで
は、スクールバスを⽤意している学校が多くあります。

⽇本では徒歩や⾃転⾞、公共交通機関を利⽤して学校
へ通う⼦どもも多いですが、インドでは事情が少し異な
ります。

学校の近隣だけではなく、広い範囲から⽣徒が集まるこ
とに加え、交通量や道路環境、安全⾯などを考えると、
⼦どもだけで通学することが難しい地域も少なくありま
せん。

そのため、スクールバスか保護者による送迎が、毎⽇の
通学の基本となります。

学校によって運⾏⽅法は異なりますが、居住エリアごと
にルートが設定され、指定された時間・場所から乗⾞す
るスタイルが⼀般的です。⾃宅前まで来てくれる場合も
あれば、集合住宅のゲートや⼤通り沿いなど、決められ
た乗降場所まで保護者が連れていく場合もあります。

朝が思った以上に早くなることも
学校そのものはそれほど遠くなくても、スクールバスで
は複数の⼦どもを順番に乗せていきます。

そのため、⾞なら20〜30分程度の距離でも、バスでは
さらに時間がかかることがあります。

始業時刻から逆算すると、かなり早い時間に家を出な
ければならないケースもあります。

これは学校⾒学だけでは意外と⾒落としやすいポイン
トです。

インドのスクールバス事情―�毎⽇の通学から考える、
学校選びのもう⼀つのポイント



完璧なシステムを求めるというより、その学校ではどの
ような⽅法で⽇々運営されているのかを知っておくとい
う感覚がちょうどよいかもしれません。

スクールバスか、⾃家⽤⾞での送迎か
スクールバスを利⽤せず、⾃家⽤⾞で送迎する家庭も
あります。

⾞であれば⼦どもの⽣活時間に合わせやすく、バスより
短時間で通える場合もあります。⼀⽅で、毎⽇決まった
時間に送迎するためには、家庭側のスケジュール調整
も必要です。

また、インドではドライバーを雇⽤している家庭もある
ため、「保護者が毎⽇運転する」という⽇本とは少し違っ
た選択肢もあります。

スクールバスには、学校の友達と⼀緒に登下校できると
いう良さもあります。

バスの中で話をしたり、学校に着くまで⼀緒に過ごした
りする時間も、⼦どもにとっては学校⽣活の⼀部です。

どちらが正解ということではなく、⼦どもの年齢や性格、
家庭の⽣活スタイルによって選択は変わってきます。

バス代も確認しておきたい
スクールバスは、授業料とは別料⾦になっている学校も
あります。

距離やルートによって料⾦が変わる場合もあるため、学
校を⽐較するときには学費だけでなく、通学にかかる費
⽤も含めて確認しておくとよいでしょう。

また、年度途中で引っ越す場合、新しい住所が既存の
バスルートに⼊っているとは限りません。

インドでは住宅と学校の距離が⽇々の⽣活に⼤きく影
響するため、学校を先に決めてから住む場所を考える
家庭もあります。

教育と住環境が、思っている以上に密接につながって
いるのです。

「良い学校」と「毎⽇通える学校」
学校選びをしていると、どうしても「より良い学校」を探
したくなります。

設備が充実している。評判がいい。カリキュラムが魅⼒
的。キャンパスが広い。

もちろん、どれも⼤切な条件です。

けれど、⼦どもはその学校へ⼀⽇だけ⾏くわけではあり
ません。週に何⽇も、何年にもわたって通う場所です。

⽚道の通学時間が少し⻑くなるだけでも、それが毎⽇
積み重なると、⼦どもの⽣活には少なくない影響があり
ます。

朝ゆっくり⾷事ができること。
⼗分に眠れること。
帰宅してから遊ぶ時間があること。
家族と話す余裕があること。

こうした時間もまた、⼦どもの成⻑にとって⼤切なもの
です。

まとめ：通学時間も「教育環境」の⼀部
インドで学校を選ぶ際には、カリキュラムや学費、校⾵
と同じように、ぜひ⼀度「毎⽇どうやって通うのか」を具
体的に想像してみてください。

スクールバスのルートや乗⾞時間、安全管理の⽅法、費
⽤、そして⼦どもの⼀⽇の⽣活リズム。

学校そのものだけを⾒ていると、つい後回しになってし
まう条件ですが、実際に通い始めれば毎⽇関わることに
なります。

「⼀番評判のいい学校」を探すことと、「わが家の⼦ども
が無理なく通える学校」を探すことは、必ずしも同じで
はありません。

学校までの道のりも含めて、⼦どもが毎⽇どんな⽣活を
送ることになるのか。

そんな視点を⼀つ加えてみると、インドでの学校選びも、
少し違って⾒えてくるかもしれません。

Japanese�Family�Support�
• 現地インターナショナルスクールのご紹介
• ⼊学お⼿続き、在学中の⽇本語サポート
• インド留学・現地⼤学進学の相談

★ご通学されているスクールの体験談、
レビューを募集中

⽇本⼈の⽅が最適な学校選びを⾏なっていただける
よう、実際に通学されているスクールのリアルな体験談
を募集しております。ご協⼒いただける⽅は以下よりご
連絡をいただけますと幸いです。（お⼦様のご通学され
ているスクール、⼤⼈の⽅が通われている語学学校、
その他、習い事などのスクール情報についても⼤歓
迎です。）

��LINEでのご相談 ����Webサイト

35



36

私は、「外部環境が原因で努⼒することさえできない状
況」を課題だと捉え、活動しています。

なぜ、この課題に⼈⽣の全てを使うのか。
理由は極めて個⼈的なものです。私と同じ⼈間が、あまり
にも理不尽な状況で⽣きている。その事実を知りながら、
何もせずに⾃分の⽣活を続ける⾃分を、私は許すことが
できないというものです。

理不尽だと感じているのは⾃分であり、そこで⽣きている
のは⾃分と同じ⼈間であり、それを放置するのも⾃分です。
だから、この活動は完全に⾃分のための活動です。誰かを
救うためだと美しく⾔い換えるつもりはありません。

⾃分が許せない世界を放置して⽣きる⾃分に耐えられな
い。ただそれだけです。
私は、外部環境が原因で努⼒できなかった経験が⼀度も
ありません。命の危険にさらされず、⼈⾝売買の被害にも
遭わず、病気になれば医者にかかることができた。⾷べる
ものに困らず、勉強する機会を奪われず、児童労働を強い
られず、⾬が降るたびに家が崩れることを恐れる必要もあ
りませんでした。

とても恵まれた環境に⽣まれ、育ちました。
それにもかかわらず、私は何度も「命を絶ちたい」「消えて
しまいたい」と思い、社会から逃げました。何の価値もな
い⾃分が仕事をし、誰かに影響を与えることが怖かった
のです。⾃分の仕事が誰かを傷つける可能性を引き受け
る⾃信がなく、私はすべてを捨てるつもりで、世界を放浪
する旅に出ました。

その途中、中⽶のグアテマラで11歳の少⼥に出会い
ました。
彼⼥は「医者になりたい。⽇本に⾏きたい」と⾔い、
続けて、顔⾊⼀つ変えずにこう⾔いました。
「でも、ここに⽣まれたから、私は医者にもなれないし、⽇
本にも⾏けない」
私は当初、その⾔葉の意味がわかりませんでした。しかし
彼⼥の親と話し、村を歩き、そこでの⽣活を⾒たとき、極
めて⾃然に思いました。
「⾃分もここに⽣まれていたら、諦めるだろう」

かわいそうだとは思いませんでした。私と彼⼥の間に本質
的な違いなどありません。違うのは能⼒でも、意思でも、⼈
間としての価値でもない。⽣まれた場所と、与えられた環
境だけです。

⼈は、意思が弱いからという理由だけで諦めるのではあ
りません。教育、医療、安全、情報、移動⼿段といった最低
限の条件が⽋ければ、夢を持ち続けること⾃体が不可能
です。その⼈に「努⼒しろ」「諦めるな」と⾔うことは、正論
ですらなく、安全な場所にいる⼈間が無責任でいられる
ための⾔い訳です。

彼⼥には、その場所に⽣まれた責任はありません。それ
なのに、可能性を奪われる代償だけは、本⼈が⽀払わさ
れることになっています。この理不尽を知りながら放置で
きる側にいる以上、私にも責任があると考えています。

そう考えたとき、怖いと⾔って社会から逃げていた⾃分を、
私は情けなく、恥ずかしいと思いました。私には⼤きな⼒
も、⾦も、特別な技術もありません。それでも、今できるこ
とを⼀つ実⾏すれば、明⽇できることは増えるかもしれま
せん。その可能性まで⾃分から捨て、理不尽を放置して⽣
きる⾃分には耐えられませんでした。

だから私は社会に戻り、⾃分の時間と労⼒の⼀切を「外
部環境が原因で努⼒できない⼈に機会を提供する」ため
に使うと決めました。この活動は、私が社会の中で⽣き、
仕事をし、誰かに影響を与えることを、⾃分に許すための
根拠となっていきました。

貧困、差別、⾃殺、孤⽴は、突然⽣まれるものではありませ
ん。教育の不⾜、制度からの排除、搾取、暴⼒、無関⼼と
いった問題が積み重なった先に結果として現れます。結
果だけに対応しても、それを⽣み出す外部環境が残れば、
同じことは繰り返されます。

私は、すべての課題を解決できるとは考えていません。た
だ同時に、すべてを解決できないことを、⾃分が何もしな
い⾔い訳にはしたくはありません。

⽬の前の⼈たちの成功を保証することはできません。た
だ、⽣まれた場所だけを理由に、挑戦する前から⼈⽣の
可能性を閉ざされる⼈を減らすことはできると考えてい
ます。

誰かを救う英雄として⽣きるためではありません。

⾃分が許せない世界を、知りながら放置する⼈間になら
ないために。

⾃分が⾃分の存在を許し続けるために活動を続けてい
ます。

第36回

福岡�洸太郎
NPO法⼈結び⼿代表理事

Musubi-Te�Foundation,�Chairman
Amegumi�India�Private�Limited,�Managing�Director

現場から届ける
インドの課題と社会活動

なぜ外部環境が原因で努⼒できないという課題に取り組むのか？

寄付・⽀援・参画等ご希望の⽅、以下までお問い合わせください。info@musubite.org



発行部数
8,000部/毎月
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SEBIは、⼈⼯知能（AI）を活⽤した監視の対象を、取引データ
から企業の提出書類へと拡⼤することを計画している。

既存の取引監視ツールと同様の専⽤AIモデルを導⼊するもの
で、投資家からの苦情を待つことなく、四半期決算における財
務上の虚偽表⽰や操作を検出するのに役⽴つという。規制当
局が内部で開発したAIモデルはアラートを⽣成しており、取引
関連の違反に対する法執⾏措置の⼤半は、このアラートに基
づいて⾏われている。

⼀⽅、企業に対する調査は、依然として苦情をきっかけとするものが⼤半を占めている。SEBIはこの
課題に対応し、AIモデルの開発に取り組む専任チームを設置した。SEBIの常勤委員（wholetime�
member）、Kamlesh� Chandra� Varshney⽒が、インド商⼯会議所連合会（Federation� of� Indian�
Chambers�of�Commerce�&�Industry、FICCI）が最近開催した資本市場に関する会議で明らかにした。

このツールを利⽤することで、規制当局は四半期決算を追跡し、苦情を待つことなく、財務諸表の操
作などの違反を特定できるようになると同⽒は付け加えた。

規制分野の専⾨家によると、SEBIがAI活⽤へと軸⾜を移したことで、迅速な対応につながっている。

AIを活⽤して監視やアラートを強化する今回の計画は、SEBIがすでに導⼊している各種ツールを基
盤としている。

これには、新規株式公開（IPO）や外国ポートフォリオ投資家（FPI）の登録承認を迅速化するものか
ら、誤解を招くソーシャルメディア上のコンテンツに関するアラートまでが含まれる。

また、資産運⽤会社（AMCs）の広告をAIで審査する仕組みも導⼊されている。

規制当局はさらに、AIを活⽤した広告審査をAMCs以外にも拡⼤するとともに、MetaやGoogleへの
働きかけを拡⼤し、不適切な販売（mis-selling）や詐欺的なコンテンツを検出することも計画してい
る。

これらのツールとは別に、SEBIは調査部⾨向けにInfoMergeと呼ばれる内部アプリケーションも導
⼊した。これは、データ取得、分析、報告書作成などの調査業務を⾃動化し、案件の処理時間を短縮
するものだ。

SEBIの年次報告書によると、このアプリケーションは、インサイダー取引禁⽌規則（Prohibition� of�
Insider� Trading� Regulations）および詐欺的・不公正な取引慣⾏の禁⽌に関する規則（Prohibition�
of�fraudulent�and�unfair�trade�practices�Regulation）の違反事案の調査に利⽤されている。

この1年間には機能が強化され、KYC（顧客確認）および取引ログのデータセットを分析して不審な
パターンを検出し、AIによる要約報告書を作成し、疑わしい関係性を可視化するとともに、召喚状や
案件メモを⾃動⽣成できるようになった。

これにより、処理時間が⼤幅に短縮されている。その他の主要な技術導⼊としては、ブローカーや預
託機関参加者との間で、検査に関するデータやアラートを共有するためのクラウドベースのプラット
フォームがある。

これにより、是正措置を迅速化することを⽬指している。昨年、SEBIは「AIを活⽤した規制当局向け
広告審査ツール（Regulatory� (AI)� Driven� Advertisement� Reviewer）」と呼ばれるR(AI)DARや
Project�Sudarsanなど、AIを活⽤したツールも導⼊した。

SEBI、AI監視を企業提出書類へ拡⼤
インド証券取引委員会（Securities�and�Exchange�Board�of�India、SEBI）が、

A（I ⼈⼯知能）技術を活⽤した監視の対象を、取引データから企業の提出書類へと
拡⼤するという記事を、25⽇付けの「Business�Standard」に⾒つけた。
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R(AI)DARは、誤解を招く表現がないか広告を審査するために利⽤されている。

⼀⽅、Sudarsanは詐欺の検出や、ソーシャルメディア上の動画およびコンテンツのスキャンに利⽤さ
れている。

これまでに、リアルタイムで2万件を超える詐欺的なコンテンツを特定したという。

さらに規制当局は、Cyber-Sec�Audit�Complianceと呼ばれるAI対応プラットフォームも導⼊しており、
規制対象事業者のサイバーセキュリティー監査を⾃動化している。

2025〜26年度には、市場インフラ機関8団体と23の投資信託について報告書を処理した。

第1期⼯事は今後24〜30カ⽉以内に完了し、その後まもなく1ギガ
ワット（GW）のデータセンターで初期運⽤を開始する⾒通しとしてい
る。

Googleのアジア太平洋地域グローバル・インフラストラクチャー・エネ
ルギー担当プリンシパル、Alexander�Smith⽒が明らかにした。

「完全なAIインフラ・スタックを構築する場合、ケーブル関連の設備、
再⽣可能エネルギーによる発電、エネルギー送電インフラをそろえる
必要がある。そして、データセンターの中核施設そのものも整備しなければならない」と、Smith⽒は
デリーで「Business�Standard」の単独取材に語った。

同社は今年4⽉、ヴィシャーカーパトナムで1GWのAIデータセンター・ハブの建設に着⼯した。また、
インド国内のAI変⾰を加速させるため、2026〜2030年に150億ドルを投資する。Aiハブの設置計
画は2025年10⽉に発表した。

このデータセンターの第1期は2028年末までに稼働する⾒込みで、同社は今後5年間で全段階の
建設を完了し、運⽤を開始することを⽬指しているとSmith⽒は述べた。

（中略）

Googleはヴィシャーカーパトナムのインフラ整備に加え、AIハブとシンガポール、オーストラリア、⻄
アジア、欧州の主要市場を直接かつ⾼速で接続するため、新たな海底ケーブルの敷設にも取り組ん
でいる。

そこから⽶国にも接続を延伸するという。同社はこのAIハブによって接続速度を⾼め、インド国内に
おける複数のAIアプリケーションの通信遅延を低減することも期待している。⼤陸間の海底ケーブ
ル接続に加え、ヴィシャーカーパトナムのデータセンター・ハブと他都市を結ぶ都市間⾼速ケーブ
ルも敷設するとSmith⽒は述べた。

「ヴィシャーカーパトナムはハブ・アンド・スポーク型の拠点となり、そこから思い浮かべるような主
要⼤都市のいくつかへケーブルが延びていく。⾮常に⾼密度で⼤容量の光ファイバー網を構築す
る」とSmith⽒は述べた。1GWのデータセンター・ハブでは空冷⽅式を採⽤し、グリーンエネルギー
で稼働させることで、同社全体のカーボンフットプリントを可能な限り最⼩限に抑える。

そのため、AIハブ全体の⽔使⽤量は、同規模の企業オフィスが使⽤する⽔量と同程度になるという。
Googleはまた、ヴィシャーカーパトナムの住⺠にとって「良き隣⼈」となる取り組みの⼀環として、周
辺地域の⼥性1万⼈を対象に、ITとAIに関する基礎的な研修を実施する⽅針だとSmith⽒は述べた。

Google、ヴィシャーカーパトナムに1GWのAIハブ
28⽇付けの「Business�Standard」に、アーンドラ・プラデーシュ州ヴィシャーカーパトナムで、

Googleが⼈⼯知能（AI）ハブの建設に着⼯したという記事を⾒つけた。
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インド�・�プネ在住の英⽇�・�⽇英翻訳者、デシュムク陽⼦のブログ

インド・プネ在住歴10年以上の英⽇・⽇英フリーランス翻訳者、デシュムク陽⼦（Yoko� Deshmukh）が運営しています。2003年
9⽉30⽇からインドのプネに住んでいます。 本ブログ「ASKSiddh（i アスクスィッディ）」は2003年8⽉より翻訳の
訓練を兼ね、インド情報を中⼼にほぼ毎⽇更新。� ASKSiddh（i アスクスィッディ）は、インド・プネのソフトウェア会社
ShimBi�Labsが開発し、プログラミングの知識がなくても誰でも簡単にオリジナルなブログを構築できるソフトウェア、「Budo」を
使って更新しています。

Yoko�Deshmukh
(デシュムク陽⼦)

UPIは2016年8⽉25⽇に導⼊された。

この10年間で、UPIの年間取引件数は2016〜17年度の1,780万件
から、2025〜26年度には2,416.2億件超へと拡⼤した。

取引額も2016〜17年度の0.07兆ルピーから、2025〜26年度には
約314兆ルピーへと急増し、4,000倍を超える増加となったと、財務
省は述べた。

UPIは現在、11カ国で利⽤されている。

同省は、「UPIはインドのデジタル公共インフラ（Digital�Public�Infrastructure、DPI）を⽀える柱のひ
とつとなっている（中略）現在では数百万⼈の利⽤者が選択する決済⼿段となり、インドにおける取
引のあり⽅を変⾰している。デジタル格差を埋め、⾦融包摂を促進し、デジタル⾦融サービスへのア
クセスを拡⼤することで、UPIは全国の個⼈や地域社会の⼒となる⼀⽅、幅広い経済参加を促進し
てきた。またUPIが実現した前例のない規模、信頼性、相互運⽤性は世界的にも評価されており、国
際通貨基⾦（International�Monetary�Fund、IMF）は、UPIを取引件数で世界最⼤のリアルタイム決
済システムと認めている。これは、拡張性が⾼く、包摂的かつ⾰新的なデジタル公共インフラの構築
において、インドが主導的な⽴場にあることを⽰している」と述べた。

インドのUPI、導⼊から10年
インド決済公社（National�Payments�Corporation�of�India、NPCI）が統⼀決済インターフェース
（Unified�Payments�Interface、UPI）を導⼊してから、25⽇で10周年となったことを知った。

発行部数
8,000部/毎月
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Jingi�Corporate�Solutions�Private�Limited�
13th�Floor,�Imperia�Mindspace,�Unit�0001,�Opposite�AIPL�Business�Club,
Sector�62,�Gurugram,�Haryana�-122001 jpdesk@jingi.co.in

インド進出の⽇系企業様に対し、法務・規制・HR・会計の実務⽀援を通じて、事業の安定と成⻑を

サポートいたします。ご不明点やご相談などございましたら、お気軽にお問い合わせください。

インド進出⽀援 ⽤地取得／各種許認可・ライセンス取得／政府インセンティブ対応

全体統括  �法務�・CS・HR リクルートメント会計・税務
菅原久⼦ ラジニシュ・クマール マヘシュ・クマール・シャルマ ラジシュ・ラワット

チーム紹介

発行部数
8,000部/毎月
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快適さ、ウェルネス、そして⼼豊かな暮らし（マインドフル・リビング）
を叶える、洗練された都会の隠れ家へ。広々とした客室、レストラン
「Downtown� Kitchen� &� Bar」が贈るこだわりの美⾷体験、⼼⾝を癒
やすウェルネス施設、そしてマリオットならではの温かいホスピタリ
ティが、皆さまをお迎えいたします。

Marriott�Bonvoyポイントの獲得と利⽤で、
すべての体験にさらなる価値を

ウェルカムドリンク（1杯無料）
ウェルカム・アメニティ
ランドリーサービス（2点無料）

【YOKOSO�読者限定特典】
チェックイン時にプロモコード「YOKOCYG」をご提⽰いただくと、
以下の特典をお楽しみいただけます。

時の流れが緩やかになる、細部にまでこだわり抜いた洗練されたス
テイケーション

アクセスマップ（位置図）

Plot�No.�27�B,�B�Block,�Sushant�Lok�Phase�I,�Sector�27,�Gurugram,�Haryana

0124-488-8444（英語）

Courtyard�by�Marriot�Gurugram�Downtown
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ボンネットの下には、最⾼出⼒449hpを発⽣する
3.0リッター直列6気筒ターボガソリンエンジンを
搭載。

AMG�SPEEDSHIFT�TCT�9速トランスミッションに組
み込まれた120kWの電気モーターと組み合わせる
と、システム最⾼出⼒は585hp、最⼤トルクは
750Nm。

RACE�START機能を作動させると、最⾼出⼒は⼀時
的に612hpまで⾼まる。

0〜100km/h加速をわずか3.8秒でこなし、最⾼速度は電⼦制御により250〜280km/hに制限
される。

電動化が単に性能値を引き上げるためだけに採⽤されているわけではない。

トランクフロアの下には、総容量28.6kWhの400Vバッテリーパックが搭載され、そのうち
21.2kWhを⽇常⾛⾏に使⽤できる。

メルセデス・ベンツによると、WLTPモードで100kmを超えるEV⾛⾏距離を実現。

電気のみで⾛⾏するモードでは、最⾼140km/hまで⾛ることもできる。

充電には11kWの⾞載AC充電器を使⽤し、⾛⾏中には回⽣ブレーキによってバッテリーへの
充電も⾏う。

またパワートレインだけにとどまらず、標準装備にはAMG�RIDE�CONTROLサスペンションと、
完全可変式のAMG�Performance�4MATIC+四輪駆動システムが含まれ、路⾯のグリップ状況に
応じて前後アクスルへのトルク配分を連続的に変化させる。

もう⼀つの注⽬機能が、アクティブ・リアアクスル・ステアリングだ。低速時には後輪が前
輪と反対⽅向に切れることで実質的に最⼩回転半径を⼩さくし、セダンの取り回しと俊敏性
を⾼める。

90km/hを超えると、後輪は前輪と同じ⽅向に切れ、⾼速コーナリングや急な⾞線変更時の安
定性を向上させる。

ドライバーはComfort、Sport、Sport+、Slippery、Individualなど、複数のドライブモードを
通じてE53�Hybridの特性を調整できる。

専⽤の電動⾛⾏モードとバッテリー・ホールド・モードも⽤意され、バッテリー残量をどの
ように使⽤するかをより細かく制御できるため、効率を優先したり、後の⾛⾏に備えて電⼒
を温存したりできる。

AMG�DYNAMIC�PLUS�Package装着⾞には、電⼦制御式リミテッドスリップ・リアディファレ
ンシャル、ダイナミック・エンジンマウント、⾼性能コンポジット・ブレーキシステム、
RACE�START機能も装備される。

Mercedes-AMG�E53�Hybrid�4MATIC+�Performance�Editionの価格は1,450万ルピー、Racing�
Editionは1,480万ルピーとなる。いずれもインドにおけるショールーム渡し価格。

EV⾛⾏100km超、メルセデスAMG�E53�Hybridをインド投⼊�
メルセデスAMG�E53�Hybrid�4MATIC+が、Eクラス・ファミリー初の

EV�AMGセダンとして、インドに導⼊される。
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プロデューサーのナミット・
マ ル ホ ー ト ラ （ Namit�
Malhotra）⽒によると、製作
費は約5億ドルに上り、世界
最⼤級の海外⼤作と肩を並べ
る規模となる。

当初、製作費は約160億ル
ピーとうわさされていた
「ラーマーヤナ」の規模は、
⼤幅に拡⼤した。

VFXを多⽤し、IMAXでの⼤
規模公開を予定している。

また、各地域の⾔語で違和感なく鑑賞できるよう、インド映画として初めてAI吹き替え技術
を導⼊する。

視覚効果は、海外作品への参加で知られる、マルホートラ⽒率いるスタジオ「プライム・
フォーカス（Prime�Focus）」が担当している。

前例のない製作規模について、マルホートラ⽒は次のように語った。

「インド映画には、これに遠く及ぶ作品さえない。世界の⼈々が⾒るべき、最も偉⼤な物語、
最も偉⼤な叙事詩を題材に、世界最⼤の映画を作っている」

また、巨額の予算を投じながらも、同等のハリウッド⼤作にかかる費⽤と⽐較すれば、財務
⾯では節度を保った製作であると付け加えた。

映画は2部作として公開され、第1部は2026年のディーワーリー、第2部は2027年のディー
ワーリーに公開される予定だ。

ラーマ神をランビール・カプール（Ranbir�Kapoor）、シーターをサーイ・パッラヴィ（Sai�
Pallavi）、ラーヴァナをヤシュ（Yash）、ハヌマーンをサニー・デーオール（Sunny�
Deol）が演じる。

このほか、ラヴィ・デュベイ（Ravi�Dubey）、ラーラー・ダッタ（Lara�Dutta）、ヴィクラン
ト・マッセイ（Vikrant�Massey）、アルン・ゴーヴィル（Arun�Govil）らも出演する。

映画初のモーションポスターの発表では、アカデミー賞受賞作曲家のハンス・ジマー（Hans�
Zimmer）とA・R・ラフマーン（A.R.�Rahman）が⼿がけたオリジナル⾳楽も披露され、作品
への期待がさらに⾼まっている。

製作費400億ルピー超、インド映画史上最⼤の「ラーマーヤナ」
ニテーシュ・ティワーリー（Nitesh�Tiwari）監督*の⼿がける⼤作「ラーマーヤナ（Ramayana）」は、

2部作合計の製作費が400億ルピーを超え、インド映画上最も⾼額な作品となったことを、
「The�Hindu」が伝えていた。

インド�・�プネ在住の英⽇�・�⽇英翻訳者、デシュムク陽⼦のブログ

インド・プネ在住歴10年以上の英⽇・⽇英フリーランス翻訳者、デシュムク陽⼦（Yoko�Deshmukh）が運営しています。
2003年9⽉30⽇からインドのプネに住んでいます。�本ブログ「ASKSiddhi（アスクスィッディ）」は2003年8⽉より翻訳の
訓練を兼ね、インド情報を中⼼にほぼ毎⽇更新。�ASKSiddhi（アスクスィッディ）は、インド・プネのソフトウェア会社
ShimBi�Labsが開発し、プログラミングの知識がなくても誰でも簡単にオリジナルなブログを構築できるソフトウェア、
「Budo」を使って更新しています。

Yoko�Deshmukh
(デシュムク陽⼦)
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www.avalonhospitality.com

内覧大歓迎！！中・長期滞在の御相談お待ちしております。

AVALON COURTYARD
R E S I D E N C E S & S U I T E S



発行部数
8,000部/毎月
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インドで唯一、あなたの好みと予算に
合わせてジュエリーを作成し、 目の前でデザインします

目の前で修理もできます

ロケーションの確認は
QRコードをスキャンしてください。

Aastha�Jewels

   0124-4100364/ 365, +91-9821400365

F-11, Sector 27, DLF Phase-1, Golf Course Road,

QRコードをスキャンしてWhatsApp
で私たちとつながりましょう

(ゴルフコースロード にあるジャルサレストランの隣に店舗があります。)

ジュエリーメーカーの販売店

古いジュエリーも、お好みと予算に古いジュエリーも、お好みと予算に
合わせて新しいデザインに再生できます。合わせて新しいデザインに再生できます。

古いジュエリーも、お好みと予算に
合わせて新しいデザインに再生できます。

リングサイズ変更 リセッティングクリーニング 研磨

ダイヤモンドとゴールドジュエリー
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「出向者（Secondment）に係る課税問題に関するデリー⾼等裁判所判決�―�
「所得税⻑官（税務当局）対�Ernst�&�Young�US�LLP」

KrayMan Consultants LLP                    
India Entry, Accounting, Tax, Regulatory, Audit, Legal

Background（背景）
従業員の出向（Secondment）制度は、現在、インドにお
ける多国籍企業の事業運営において重要な要素と
なっています。

グローバル・ケイパビリティ・センター（GCC）、テクノロ
ジー企業、コンサルティング会社、製造業グループ、⾦
融機関、プロフェッショナル・サービス企業などでは、知
識・ノウハウの移転、技術的専⾨知識の提供、事業運
営の監督、戦略的施策の⽀援などを⽬的として、海外
から従業員をインドへ出向させるケースが頻繁に⾒ら
れます。

2026年6⽉18⽇付�デリー⾼等裁判所判決
デリー⾼等裁判所は、**Ernst� &� Young� U.S.� LLP（EY�
US）**に対する5件の控訴事件について、所得税局側
に概ね有利な判決を下しました。

2026年6⽉18⽇に、**V.� Kameswar� Rao判事および
Vinod� Kumar判事からなる合議法廷（Division�
Bench）**によって⾔い渡された本判決では、国際間取
引における税務上、繰り返し問題となっており、かつ実
務上も重要な以下の2点について判断が⽰されました。

•� 出向社員（seconded�employees）に関連して⽀払わ
れる⾦額が、課税対象となる「技術的役務提供料
（Fees�for�Technical�Services：FTS）」に該当するか�

•� 外国法⼈がインドの顧客に対して国境を越えて提
供する専⾨的サービスについて、租税条約上の免
税・⾮課税の適⽤を受けられるか

今回の判決は、所得税審判所（Income� Tax� Appellate�
Tribunal：ITAT）がこれまで⽰していた主要な判断の
⼀部を覆すものとなっています。

また、本判決は今後、多国籍企業とそのインド現地法
⼈・関連会社との間で⾏われる従業員の出向
（secondment）の仕組みをどのように設計し、また税務
上どのように取り扱うべきかについて、実務上の重要
な影響を及ぼすことが予想されます。

事案の概要
本件は、**所得税法（Income�Tax�Act,�1961）**に基づ
き、**ニューデリー所得税局（国際課税）第1部�
Commissioner� of� Income� Tax� (International�
Taxation)-1,�New�Delhi）**が、所得税審判所（ITAT）の
判断を不服として提起した控訴事件です。

対象となったのは、2018-19年度、2019-20年度、
2020-21年度、2021-22年度および2022-23年度の
5つの課税年度に関するITATの各決定です。

被控訴⼈である**EY� US（Ernst� &� Young� U.S.�
LLP）**は、⽶国法に基づいて設⽴されたLimited�
Liability� Partnership（LLP）であり、世界的なErnst� &�
Youngネットワークの⼀員として、インドを含む世界各
国の顧客に対し、監査・保証業務、税務、トランザクショ
ン・アドバイザリー、ビジネス・アドバイザリー等のサー
ビスを提供しています。

税務調査およびITATにおける判断
税務調査において、**Assessing� Office（r 税務担当官
／AO）**は、各年度にわたり、主に以下の2点について
EY�Usの所得に加算を⾏いました。

•� 出向社員に関してEY� Usがインド法⼈から受領した
⾦額各年度における⾦額は合計で数百万ドル規模
に達していました。

•� EY� Usが⽶国において、または⽶国からインドの顧
客に提供したサービスに対する報酬

アンクル・ベイロリア
(Ankur�Bairoliya)

マナン・アガルウル
(Manan�Agarwal)

ankur.bairoliya@krayman.com�

佐⽵真紀

maki.satake@krayman.commanan.agarwal@krayman.com

松⽥浩
⽇本公認会計⼠

hiroshi.matsuda@krayman.com



 ITATが、EY�USが受領した報酬について、インド・⽶
国租税条約第12条第5項(e)に定められた免税・課
税対象外の例外規定に該当すると判断したことは、
正当であったか。

同規定は、⼀定の**専⾨的サービス（professional�
services）**について、課税対象となるFTSの範囲から
除外するものです。

税務当局（Revenue）側の主張
税務当局側を代表して、Senior�Standing�Counse（l 上
級常任弁護⼠）Puneet� Rai⽒は、ITATの判断には誤り
があると主張しました。

•� 出向社員の雇⽤関係について
Rai⽒は、ITATが出向社員をEY�Indiaの各法⼈の従業
員であると誤って認定したと主張しました。その根拠
として、以下の点を指摘しました。

出向はあくまで⼀定の限定された期間に限られてい
たこと

出向期間中も、従業員はEY�USとの雇⽤関係を維持し、
EY� Usにおける雇⽤上の地位（lien）を保持していたこ
と

インドで勤務している期間中も、従業員は⽶国の社会
保障制度（US�social�security）への拠出を継続してい
たこと

これらの事情から、Rai⽒は、出向期間中もEY� Usと従
業員との雇⽤主・従業員関係は終了していなかったと
主張しました。

•� Centrica事件の判例について
さらにRai⽒は、デリー⾼等裁判所の過去の判決であ
るCentr ica � India � Offshore � (P) � L imi ted � v.�
CITを強く引⽤しました。

同判決では、出向（secondment）契約に基づき、海外
法⼈に対して⽀払われた費⽤精算額についても、
FTS（Fees� for�Technical� Services）に該当すると判断
されています。

また、このCentrica事件については、最⾼裁判所
（Supreme� Court）に対して提起されたSpecial� Leave�
Petition（SLP：特別許可申⽴て）が棄却されているこ
とも指摘しました。

・�「� Professional�Services」の免税規定についてもう⼀
つの争点について、Rai⽒は、租税条約における専⾨

これらのサービスについて、インドの顧客から受領し
た⾦額についても課税対象として認定されました。

**Dispute� Resolution� Pane（l 紛争解決パネル：
DRP）**� は、これらの税務当局による所得への加算を
⽀持しました。

⼀⽅、**Income�Tax�Appellate�Tribuna（l 所得税審判
所：ITAT）**は、別々の決定において、いずれの論点に
ついてもEY�US側に有利な判断を⽰しました。

具体的には、ITATは、
•� 出向社員に関してEY� USが受領した⾦額について

は、**利益を含まない単なる実費精算（cost-to-
cost�reimbursement）**であると判断したこと

•� 専⾨的サービスの提供によってEY� Usが受領した
報酬については、租税条約上の免税・⾮課税の適
⽤対象となると判断したことがポイントとなります。

これらのITATの判断を不服として、Revenue（税務当
局）側はデリー⾼等裁判所に控訴しました。

争点（Issues�Involved）
デリー⾼等裁判所は、本件各控訴について、主に3つ
の法律上の重要な争点を審理しました。

•� 出向社員に係る費⽤精算がFTSに該当するか

ITATが、EY� USが出向社員に関して受領した実費�
精算（cost-to-cost� reimbursement）について、�
インド所得税法第9条第1項第7号（Sec t i on�
9(1)(vii)）およびインド・⽶国租税条約（India-USA�
DTAA）第12条に定める*「* 技術的役務提供料（Fe
es�for�Technical�Services：FTS）」には該当しない**�
と判断したことは、誤りであったか。

•�「Make�Available（利⽤可能にする）」要件の解釈

 ITATが、インド・⽶国租税条約第12条第4項(b)に定
められた、いわゆる*「* Make�available」条項**につ
いて、その意味・適⽤条件を正しく解釈・評価してい
たか。この「Make� Available」要件は、サービスの提
供による報酬をFTSとして課税するために必要とな
る重要な条件です。

•� 専⾨的サービスに対する租税条約上の免税規定
の適⽤
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類似していると判断しました。同事件は、ITATがその
直接的な関連性にもかかわらず考慮しなかった**拘
束⼒のある先例（binding� precedent）であり、そのた
め、問題となったITATの各決定は「per� incuriam� and�
perverse（法令・先例を看過してなされた不当な判
断）」**に当たると判⽰しました。

裁判所は、出向された従業員が出向期間を通じてEY�
USにおける雇⽤上の地位（lien）を保持していたこと、
EY� Indiaの各法⼈が当該従業員の雇⽤を⼀⽅的に終
了させることができなかったこと、さらにEY� USが包括
的な管理権限（overarching� control）を保持していた
ことを認定しました。これらの事情から、裁判所は、当
該従業員は実質的にEY� USの従業員としての地位を
失っていなかったと判断しました。その結果、裁判所
は、「Make� Available」テストは満たされていると判断
し、出向に関して⽀払われた⾦額はFTS（Fees� for�
Technical�Services：技術的役務提供料）として課税対
象となると判⽰しました。この点については、Revenue�
（税務当局）側に有利な判断が⽰されました。

⼀⽅、⽶国から提供された専⾨的サービスに関する報
酬については、裁判所は、ITATが当該サービスの実際
の内容および範囲を⼗分に検討していなかったと判
断しました。また、ITATは、Assessing� Office（r 税務担
当官）がすでに認定していた詳細な内訳、すなわち、
専⾨的サービスと技術的サービスおよびコンサルティ
ングサービスを区別した内容についても、その判断と
の整合性を検討していませんでした。このような**理
由付け・検討の不⾜（gap� in� reasoning）**があること
から、裁判所はこの争点について最終的な判断を下
すことはせず、ITATに差し戻し（remand）、改めて審
理・判断するよう命じました。

結論（Conclusion）
デリー⾼等裁判所の今回の判決は、EY�Usにとって、ま
た同様の出向制度をインドで採⽤している多国籍企
業にとって、⼀部では有利であるものの、実務上重要
な影響を及ぼす内容となっています。

裁判所は、出向に関して⽀払われた⾦額を課税対象
となるFTS（Fees�for�Technical�Services）に該当すると
判断し、また、ITATが拘束⼒のある先例を考慮しな
かったことを理由として、これと異なるITATの判断を
退けました。

的サービス（professional� services）に関する免税規
定は、インド国内で提供されたサービスにのみ適⽤さ
れると主張しました。

したがって、⽶国からインドの顧客に対して提供され
たサービスまで、この免税規定の対象に含めるべきで
はないとしました。

さらに、ITATが、エコノミスト、MBA取得者、その他の
技術系⼈材によって提供されたサービスについても
専⾨的サービスとして扱ったことは誤りであると主張
しました。

Rai⽒によれば、これらの⼈材は、租税条約上想定され
ている公認・認定された専⾨職団体（recognised�
professional� body）に所属する専⾨家ではないため、
当該免税規定を適⽤することはできないとしています。

EY�US側の主張（Arguments�Advanced�by�EY�US）
EY�US側を代表して、Senior�Advocate（上級弁護⼠）S.�
Ganesh⽒は、出向契約の条件に基づき、出向された
従業員は出向期間中、EY� USの従業員ではなくなり、
EY�Indiaの各法⼈の従業員となっていたと主張しまし
た。EY� Indiaの各法⼈が、当該従業員の給与、法令上
のコンプライアンス、⼈事評価について単独で責任を
負っていたと説明しました。

同⽒は、EY� USは事務上の便宜のために、インド法⼈
に代わって⽀払いを⾏っていたにすぎず、そこにマー
クアップ（markup）を付加していなかったと主張しま
した。また、これらの⾦額については、すでに従業員本
⼈の給与所得として課税されているため、EY� USにお
いてさらに課税することは、**⼆重課税（double�
taxation）**に当たると主張しました。

同⽒は、Centricaについては事実関係が異なるとして
区別し、さらに、PCIT�v.�Boeing�LimitedおよびITATに�
よるAT&T� Communication� Services� India� Pvt�
Limited�の判決を含む他の判例にも依拠しました。

専⾨的サービスに関する争点については、同⽒は、当
該サービスによってインド法⼈に恒久的な技術的知
識（enduring� technical� knowledge）が移転されたわ
けではないため、「Make� Available」テストは満たされ
ていないと主張しました。

判決（The�Ruling）
合議法廷（Division� Bench）は、本件の事実関係は、
Centrica� India� Offshore事件の事実関係と実質的に
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租税条約上の免税対象となるのかについて、今後、
より詳細な事実関係の再検討が⾏われる余地を残し
ました。

本判決は、今後、インド法⼈が関与する国境を越えた
従業員の出向やサービス提供の仕組みを設計・運⽤
し、また税務上の主張を⾏う際に、税務専⾨家や多国
籍のプロフェッショナル・サービス企業によって、重要
な判例として詳しく検討される可能性が⾼いと考えら
れます。

これにより裁判所は、国境を越えた出向（cross -
border� secondment）の仕組みにおいて、「実質的な
雇⽤主（real� employer）」が誰であるかを判断する際
に、より厳格なアプローチを⽰し、出向契約書上で使
⽤されている名称や形式よりも、実際の雇⽤関係・実
態（substance）を重視する考え⽅を強調しました。

⼀⽅で、専⾨的サービスに関する租税条約上の免税・
⾮課税の適⽤問題については、最終的な判断を⽰さ
ず、ITATに差し戻したことで、どのサービスが実際に

クレイマンに関しまして:�KrayMan�Consultants�LLP�(KrayMan)�は、グルグラムに本社を置き、インド全⼟の⽇系
クライアントにサービスを提供している会計・アドバイザリーファームです。インド進出、会計、保証、税務、
規制、トランザクション・アドバイザリー、M&A、法務、⼈事・給与サービスなどに特化しています。私たちは、勅
許会計⼠（CPA）、会社秘書、弁護⼠、MBAで構成されるプロフェッショナルチームです。詳細については、弊社
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